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３文科初第 2700 号   

令和４年４月１日  

 

各都道府県・指定都市教育委員会教育長

各 都 道 府 県 知 事 

附属学校を置く各国公立大学法人の長 

各文部科学大臣所轄学校法人理事長 殿 

構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を 

受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 長 

厚 生 労 働 事 務 次 官 

 

 

文部科学事務次官   

  義 本 博 司   

 

 

新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイ

ドラインの改訂について（通知） 

 

これまで、新型コロナウイルス感染症に対応した学校運営の在り方に関しては、令

和２年６月５日に策定し、令和３年２月１９日に改訂した新型コロナウイルス感染症

に対応した持続的な学校運営のためのガイドライン等においてお伝えしてきたとこ

ろです。 

新型コロナウイルス感染症については長期的な対応が求められることが見込まれ

るところ、この度、これまで文部科学省において周知等を行ってきた内容等を踏まえ、

本ガイドラインを別添１のとおり改訂することとしましたので、お知らせします。 

主な改訂箇所は、別紙のとおりとなります。 

 

これらのことを、都道府県・指定都市教育委員会教育長におかれては所管の学校（高

等課程を置く専修学校を含み、大学及び高等専門学校を除く。以下同じ。）及び域内の

市（指定都市を除く。）区町村教育委員会に対して、都道府県知事におかれては所轄の

学校法人に対して、国公立大学法人の長におかれてはその設置する附属学校に対して、

文部科学大臣所轄学校法人理事長におかれてはその設置する学校に対して、構造改革

特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体の

学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社に対して、厚生労働省事務次官

におかれては所管の高等課程を置く専修学校に対して周知くださいますようお願い

します。 

【改訂】 

感染者等が発生した場合や児童生徒等の出席等に関する対応や、臨時休業の

実施の考え方、やむを得ず学校に登校できない児童生徒等への学習指導等に

ついて改訂しました。 
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 ＜本件連絡先＞ 
文部科学省：０３－５２５３－４１１１（代表） 
 
○全体に関すること 
  初等中等教育局 初等中等教育企画課（内４６７８） 

○保健管理に関すること 
初等中等教育局 健康教育・食育課（内２９１８、２９７６） 

○学習指導に関すること 
初等中等教育局 教育課程課（内２３６７） 

○ＩＣＴの活用に関すること 
初等中等教育局 学校デジタルプロジェクトチーム（内２０８５） 

○心身の状況の把握、心のケア及び児童虐待対応に関すること 
初等中等教育局 児童生徒課（内２９０５） 

○学校図書館に関すること 
総合教育政策局 地域学習推進課（内３７１７） 

○学校給食に関すること 
初等中等教育局 健康教育・食育課（内２６９４） 

○部活動に関すること 
スポーツ庁 政策課（内３７７７） 
文化庁 参事官（芸術文化担当）（内２８３２） 

○学校安全に関すること 

総合教育政策局 男女共同参画共生社会学習・安全課（内２９６６） 

○子供の居場所確保に係る財産処分手続に関すること 
大臣官房 文教施設企画・防災部 施設助成課（内２４６４） 

○指導体制の確保に関すること 
・公立学校について 初等中等教育局 財務課（内２５８７） 
・私立学校について 高等教育局私学部 私学行政課（内２５３２） 
・国立学校について 総合教育政策局 教育人材政策課（内３４９８） 

○教職員の勤務、非常勤職員等の業務体制の確保に関すること 
・公立学校について 初等中等教育局 初等中等教育企画課（内２５８８） 
・私立学校について 高等教育局私学部 私学行政課（内２５３２） 
・国立学校について 総合教育政策局 教育人材政策課（内３４９８） 

○障害のある児童生徒等に関すること 
初等中等教育局 特別支援教育課（内３１９３） 

○幼稚園に関すること 
  初等中等教育局 幼児教育課（内３１３６） 

○専修学校に関すること 

総合教育政策局 生涯学習推進課（内２９３９） 

○私立学校に関すること 
  高等教育局私学部 私学行政課（内２５３２） 

○国立大学附属学校に関すること 
総合教育政策局 教育人材政策課（内３４９８） 

○公立大学附属学校に関すること 

高等教育局 大学振興課（内３３７０） 


